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※再雇用制度：

線 新潟 駅/停留所 下車徒歩 10

新潟市中央区八千代一丁目7番20号

）～（

平成　　　年　　　月　　　日～平成　　　年　　　月　　　日

）

）

普通自動車運転免許

各種鋼材の販売・加工、土木・建築用重量・軽量仮設材のレンタル、各種設計・施工

1948年4月 資本金 8,000 万円

全体（　 441

事業内容

）名 就業場所（ 45 ）名

設立

従業員数

無料職業紹介所　　新潟県中小企業団体中央会
求 人 申 込 書（表面）

180083

ふじたきんぞくかぶしきかいしゃ

業種
藤田金屬株式会社

※求人番号

ふりがな

事業所名

950 8588

募集人数 3～5 人

職種名： 総合職(法人営業)

鉄には様々な品種・仕様があり販売先も多様。お客様との打合せ・提案を行いながら生産計画に合わせた納入を
実行していきます。建設建材部の営業は、建設現場の施工管理や、図面を見て測量・積算を行えるようになるこ
とで、営業としての提案の幅を広げていきます。

分

）

代表取締役社長　今井幹文

http://www.fujita-kz.com/

■新潟県内事業所／新潟市、燕市、三条市、長岡市、上越市
■新潟県外事業所／秋田県、山形県、岩手県、宮城県、福島県、長野県、富山県、石川県、埼玉県

越後

）～（ ）　（ ）～（ ）

転勤

）

）～（ ）　（

65 ）歳まで

無料職業紹介所　　新潟県中小企業団体中央会

定年制 60 ）歳社員寮

所在地

代表者名

ＵＲＬ

就業場所
住所

最寄駅

募集職種
※複数選択

不可

仕事内容

雇用形態

募集対象
学歴

主な採用
実績校

経験/技能

免許/資格

車通勤

就業時間

残業時間

休日

加入保険

退職金

秋田大学、足利工業大学、亜細亜大学、石巻専修大学、大阪経済大学、大阪経済法科大学、神奈川大学、金沢工業大学、金沢星稜大学、関西大学、関東学院大学、関東学園大学、京都女子大学、国学院
大学、国際武道大学、国士舘大学、駒澤大学、札幌大学、札幌学院大学、芝浦工業大学、秀明大学、湘南工科大学、城西大学、上智大学、上武大学、専修大学、高岡法科大学、高崎経済大学、拓殖大学、
大東文化大学、千葉商科大学、中央大学、中央学院大学、帝京大学、東海大学、東京外国語大学、東京経済大学、東京国際大学、東京情報大学、東京電機大学、東北大学、東北学院大学、東北公益文科
大学、東北福祉大学、東洋大学、獨協大学、名古屋学院大学、新潟大学、新潟経営大学、新潟工科大学、新潟国際情報大学、新潟産業大学、日本大学、ノースアジア大学、白鴎大学、法政大学、北陸大
学、宮城学院女子大学、武蔵大学、武蔵野大学、明治大学、明星大学、盛岡大学、山形大学、山梨学院大学、立教大学、立正大学、流通経済大学

社宅

）分

年間休日 113 日

20 　）時間 休憩時間 （ 60

）　年以上

サービス ソフトウェア・通信 メーカー医療・介護

商社 小売・専門店 建設・土木 その他

サービス 事務 営業 専門 技術・研究 販売・接客

ＳＥ・プログラマー・ＩＴ関連

中途： 院卒 大卒 短卒 高専卒 専卒 高卒

新卒： 院卒 大卒 短卒 高専卒 専卒 高卒

期間の定めなし 期間の定めあり

不問 必要（

不問 必要（

可 （ 否駐車有 駐車無 ） 有 無

固定 （

交替制 （

その他 （

無 有 月平均 （

月

雇用 健康 厚生労災

無 有 勤続（ 有 無

有 無 無 有 （ 無 有 （

火 水 木 金 土 日 祝

会社カレンダー シフト制 その他（

西区 北区 江南区新潟市 中央区 東区

長岡市

秋葉区 南区

下越（新潟市以外）

その他（

西蒲区

中越（長岡市以外） 上越

更新あり 更新なし



）

）

）

（ （ （

～ 円

回 ヶ月） 1 回 円または

③

※

①

②

③

④

⑤

①

②

/ / / /

④
％ ％

1501-000213-2雇用保険適用事業者番号

青少年の雇用の促進等に関する法律（若者雇用促進法）による、求人受付に際する青少年雇用情報

３．職場への定着の促進に関する取組の実施状況

２．職業能力の開発及び向上に関する取組の実施状況

１．求人募集に関する情報

新入社員研修、フォローアップ研修、インストラクター研修、次世代育成プ
ログラム研修、考課者研修、マネジメント・リーダーシップ研修、海外研修

通信教育、推薦図書

14.8

40.1

年

歳

20.0 時間 時間

6.0 日 日

4人 4人 7人

年

歳

9人 3人 8人

採用区分【

有

有

有

無

無

2人 3人 4人

12人

1人 1人

6人11人

求 人 申 込 書（裏面）

定期健康診断、社員旅行、契約保養所、
借上社宅、借上車輌、従業員貸付

福利厚生

企業全体の状況 採用区分【 】の情報
前年度 2年前 3年度前 前年度 2年前 3年度前

2 5.0 昇給

【創業127年　鉄鋼商社】あなたが売るのは鉄と人柄。「スプーン」から「船舶」まで生活の原点を支える仕事。

●東日本NO.１の鉄鋼商社として、新潟の本社を中心に東日本全域１０県に21カ所の事業所を構え、鉄鋼における商社機能と、最新鋭の
各種加工設備でお客様のニーズに応えています。

●鉄鋼を販売する営業は、文理不問で応募可能です。
　「営業に興味がある」「新潟で活躍したい」「ものづくり・まちづくりに関わりたい」という方は、是非チャレンジしてみてください。

●「インストラクター制度」により、一人の新入社員に対して先輩社員が一年間しっかりと、仕事から社会人のマナーまで指導・育成します。

新卒（第二新卒も含む）採用の場合、下記の１．～３．のうち、最低1項目をご記入ください。

1.6 ％）

看護休暇

）手当 ）手当
基本給

202,000 円
B手当

円 円 円

）手当

②

従業員の平均年齢（可能であれば）

平均継続勤務年数

直近3事業年度の新卒者の採用者数（女性）

直近3事業年度の新卒者の採用者数（男性）

休暇実績

賃金形態

A毎月賃金

A+B 計

賞与

備考

※キャッチコピー

※会社の特色
等、

フリースペース

①

●基本給(2018年4月見込)　大学・大学院卒／202,000円　短大・専門卒／173,700円（2年制）
　※諸手当：等級手当、役職手当、通勤手当、時間外勤務手当、単身手当、資格手当、単身手当、帰省手当
●月に一度土曜日出勤があります。
●就業場所の人数は、燕支店の人数です。

202,000 ～ 円 通勤手当 50,000

直近3事業年度の新卒者の離職者数

）円まで

直近3事業年度の新卒者の採用者数

社内検定等の制度の有無及びその内容

キャリアコンサルティング制度の有無及びその内容

メンター制度の有無

自己啓発支援の有無及びその内容

研修の有無及びその内容

】の情報

管理
職

役員

前事業年度の育児休業取得者数/出産者数③
女性 男性 女性 男性

前事業年度の月平均所定外労働時間

前事業年度の有給休暇の平均取得日数

役員及び管理的地位にある者に占める女性の割合

企業全体の状況

求職のお申込み、お問合せ先

託児所 教育研修制度 資格取得支援 その他補助（

育児休暇 介護休暇 その他（

月給 日給 時給 年棒 その他（

全額 上限（

有 （ 年 無 有 （ 年 無

無

ハローワークを通して申し込む



総務部 （役職） 課長補 （氏名） 今井　理恵

025-245-6666 FAX 025-241-6274

jinji@fujita-kz.co.jp

（部署名）採用担当

電話番号

E-mail

会社名 藤田金屬株式会社

マイナビ、にいがた就職応援団ナビ民間求職サイトを通じて申し込む

下記の連絡先から申し込む



「自己申告書」

 私どもは、この求人申込みの時点において、求人不受理の対象となる以下のいずれにも該当いたしません。

企業・団体名 藤田金屬株式会社

所在地 新潟県新潟市中央区八千代一丁目7番20号

代表者名

平成28年３月以降に以下の違反行為のうち１つでも該当する場合は、求人不受理の対象となります。

チェックシート

１．労働基準法及び最低賃金法関係

a

b

a

b

a

b

c 是正してから６カ月が経過していない。

a

b

※男女雇用機会均等法第30条または育児・介護休業法第56条の２の規定による。

a

b

送検後１年が経過していない。

代表取締役社長　今井幹文

是正してから６カ月が経過していない。

当該違反行為を是正していない。

（３）対象条項違反行為に係る事件が送検かつ公表され

当該違反行為を是正していない。

対象条項など、求人不受理制度の内容について厚生労働省のリーフレット『労働関係法令違反があった事業所の
新卒求人は受け付けません』（制度の詳細　LL280820派若01　）により確認し、理解しました。

以下の内容に該当する場合は、チェック欄にレ点（「✔」）を記入してください。

是正してから６カ月が経過していない。

当該違反行為を是正していない。

（２）違法な長時間労働を繰り返している企業として企業名が公表され、

（１）過去１年間に２回以上同一の対象条項違反行為により労働基準
　　　監督署から是正勧告を受け、

是正してから６カ月が経過していない。

是正してから６カ月が経過していない。

当該違反行為を是正していない。

３．項目１及び項目２共通

（１）求人不受理期間中に再度同一の対象条項違反により、
　　　①労働基準監督署による是正勧告、
　　　②雇用均等室による助言や指導、勧告を受けており、その後、

２．男女雇用機会均等法及び育児・介護休業法関係

（１）過去１年間に２回以上同一の対象条項違反行為により
　　　労働基準監督署から是正勧告を受け、

当該違反行為を是正していない。


